
13　資本金及び資本剰余金の明細

（単位:円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　要

9,833,084,980 0 1,527,356,235 8,305,728,745

9,833,084,980 0 1,527,356,235 8,305,728,745

8,893,500 0 0 8,893,500

△ 251,779,536 △ 25,030,504 0 △ 276,810,040 損益外資産の除却

△ 242,886,036 △ 25,030,504 0 △ 267,916,540

△ 3,682,787,677 △ 106,949,115 △ 204,026,929 △ 3,585,709,863 損益外資産の償却

△ 690,000 0 0 △ 690,000

△ 3,926,363,713 △ 131,979,619 △ 204,026,929 △ 3,854,316,403

14　積立金の明細
（単位:円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

2,296,729 129,672 0 2,426,401 （注１）

107,584 0 53,791 53,793

（注１）前期未処分利益からの積立てにより増加した。

15　目的積立金の取崩しの明細
（単位:円）

金　　額

目的積立金 0

計 0

前中期目標期
間繰越積立金

53,791

計 53,791

16　運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

（１）運営費交付金債務の増減の明細

（単位:円）

259,154,561 953,698,000 1,125,076,291 87,776,270 0 1,212,852,561 0

（２）運営費交付金債務の当期振替額及び主な使途の明細

　①　運営費交付金収益への振替額及び主な使途の明細 （単位:円）

費用

29,841,867 29,841,867

16,193,520 16,193,520

1,125,076,291 1,125,076,291

区　　    分

資本金
政府出資金

計

資本剰余金

資本剰余金

　目的積立金

　損益外除売却差額相当額

計

損益外減価償却累計額

損益外減損損失累計額

差引計

交付金
当期交付額

当期振替額

区分 摘　　　　　　　要

目的積立金
取崩額

区　　　　分

通則法第44条１項の積立金

前中期目標期間繰越積立金

運営費
交付金収益

運営費交付金の主な使途

主な使途

期末残高

区分

運営費
交付金収益

資産見返
運営費交付金

資本
剰余金

小計

その他
第１期中期目標期間において自己収入により取得した固定資産の減価償却相当額

期首残高

費用進行基準による振替額 836,223,084 836,223,084

人件費：29,841,867

一般管理費：16,193,520

人件費：400,176,726　　　　　　業務経費：196,037,760
一般管理費：240,008,598

業務達成基準による振替額

期間進行基準による振替額

242,817,820242,817,820
会計基準第81第４項による振
替額

合　　計
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　②　資産見返運営費交付金及び資本剰余金への振替額並びに主な使途の明細 （単位:円）

振替額 振替額

（３）運営費交付金債務残高の明細

（単位:円）

17　運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

　　当事業年度は、運営費交付金以外には国等から財源措置されていないため、記載を省略しております。

18　役員及び職員の給与の明細

（単位：千円、人）

支  給  額 支給人員 支 給 額 支給人員

( 4,800 ) ( 2 ) ( 0 ) ( 0 )

25,128  2  0  0  

( 78,667 ) ( 37 ) ( 0 ) ( 0 )

318,998  43  29,842  3  

( 83,467 ) ( 39 ) ( 0 ) ( 0 )

344,126  45  29,842  3  

注記事項

１　支給の基準は、役員報酬規程、役員退職手当規程、職員給与規程及び非常勤職員就業規則です。

２　給与支給人員は、年間平均支給人員数です。

３　（　）は非常勤の役職員に対するもので、外数です。

４　損益計算書の人件費には、上記のほか法定福利費及び福利厚生費の合計額51,251千円が含まれております。

19　開示すべきセグメント情報

　　当法人は、単一セグメントによって事業を行っているため、記載を省略しております。

区 　 分

役  　員

職  　員

合  　計

報 酬 又 は 給 与 退 職 手 当

87,776,270 0
業務用器具備品：54,276,120円
電話交換システム：7,632,360円
その他：25,867,790円

主な使途

資産見返運営費交付金への振替 資本剰余金への振替

主な使途

運営費交付
金債務残高

業務達成基
準を採用し
た業務に係
る分

使用見込み

翌事業年度への繰越額はない。0

期間進行基
準を採用し
た業務に係
る分

0 翌事業年度への繰越額はない。

費用進行基
準を採用し
た業務に係
る分

0
前年度から繰り越された運営費交付金債務残高について、当事業年度は第３期中期目標期間最終年
度であり、会計基準第81第４項により収益化したため、翌事業年度への繰越額はない。
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